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（単位：億円）

２．行政コスト計算書及び純資産変動計算書 ３．資金収支計算書

（単位：億円） （単位：億円）

１　経常費用　計 （1）業務活動収支

①人件費 ①業務支出

②物件費 ②業務収入

③その他業務費用 ③臨時支出

④移転費用 ④臨時収入

２　経常収益　計 （2）投資活動収支

①使用料及び手数料 ①投資活動支出

②その他 ②投資活動収入

３　純経常行政コスト（1-2） （3）財務活動収支

４　臨時損失（災害復旧事業費等） ①財務活動支出

５　臨時利益（資産売却益等） ②財務活動収入

６　純行政コスト（3+4-5） １　当期資金収支(1)+(2)+(3)

７　財源 ２　期首資金残高

税収等（市税・交付税等） ３　期末現金預金残高（1+2）

国県等補助金

８　本年度差額（7-6） 前年度末残高

9　その他 本年度増減額

10 本年度純資産変動額（8+9） 本年度末残高

11 前年度末純資産額 本年度末現金預金残高

12 本年度末純資産額（10+11）

端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

金額

62%

新潟市　財務書類　【令和４年度　統一的な基準】

　○令和４年度決算について、『統一的な基準』に基づき財務書類を作成。　
　○現金の収支状況のほか、資産の形成状況なども含めた本市の財務状況を一体的に把握。

一般会計等：一般会計、土地取得事業会計、母子父子寡婦福祉資金貸付、公債管理事業会計の合算

全体　　　：一般会計等に、特別会計と企業会計を合算 ※連結（全体に、一部事務組合等の団体を合算）は作成中

１．貸借対照表

資産の部 負債の部

①1年以内償還予定地
方債

452

項目
一般会計等 全体

項目
一般会計等 全体

金額 比率

１　固定資産 12,158 98% 19,479 97% １　固定負債 6,869 55% 12,444

比率 金額 比率 金額 比率

18,852 94% ①地方債 6,142

ⅱインフラ資産 6,653 54% 13,131 65% ④その他 1

49% 9,541 47%

ⅰ事業用資産 4,864 39% 5,090 25% ②長期未払金 0 0

　減価償却累計額 △ 5,299 △ 5,531 ③引当金 726 6% 803 4%

0% 2,099 10%

　減価償却累計額 △ 3,699 △ 7,071 ２　流動負債 518 4% 931 5%

②無形固定資産 19 0% 214 1% ②未払金・未払費用

4% 743 4%
　減価償却累計額 △ 98 △ 1,079

1 0% 96 0%

ⅲ物品 94 1% 631 3%

57 0% 69 0%

２　流動資産 270 2% 628 3% ④その他 8 0% 23 0%

③投資その他資産 527 4% 412 2% ③引当金

①有形固定資産 11,612 93%

①現金預金 91 1% 306 2% 負債の部合計 7,387 59%

20,106

13,374 67%

②基金 161 1% 197 1% 純資産の部

③その他 17 0% 125 1% 純資産の部合計 5,041 41% 6,732 33%

比率

3,813 100% 5,788 100% 102

100%

項目
一般会計等 全体

項目 一般会計等 全体
金額 比率 金額

資産の部合計 12,428 100% 20,106 100% 負債・純資産の部合計 12,428 100%

1,229 30% 1,759 28% 3,605 5,552

348

932 24% 1,105 19% 3,502 5,200

1,584 45% 2,776 51% 0 0

68 1% 148 2% 0 4

74 64% 550 89% 288 493

119 100% 619 100% △ 54 △ 211

3,694 - 5,168 - △ 78 △ 169

44 35% 69 11% 234 283

0 - 3 - 630 828

11 - 18 - 708 997

83 298

3,584 100% 5,106 100% 113 329

3,705 - 5,184 - △ 29 △ 31

1,182 36% 2,103 43%

△ 121 - △ 78 -

2,403 64% 3,003 57%

- △ 53 - 8 8

5,148 - 6,785 - 91

歳計外
現金

8 8

14 - 25 - 0 0

△ 107

306

5,041 - 6,732 -

【固定資産】

事業のために所有し

ている資産など

＜主な項目＞

・市営住宅、学校な

ど市民生活に密着し

た資産である「事業

用資産」

・道路、公園などま

ちづくりの基盤とな

る資産である「イン

フラ資産」

【流動資産】

1年以内に現金化し

うる資産

＜主な項目＞

・「現金預金」

・予期しない経費の

支出などに備える

「基金」

【固定負債】

流動資産以外の負債

＜主な項目＞

・令和５年度以降に返

済する市債である「地

方債」

【流動負債】

1年以内に支払うべき

負債

＜主な項目＞

・令和４年度中に返済

する市債である「地方

債」

【純資産】

資産の総額から負債の

総額を差し引いた正味

の財産

【経常費用】

日常の行政サービスにかか

るコスト

＜主な項目＞

・人件費：職員の給与など

・物件費：施設の運営や補

修費用、減価償却費など

・移転支出：補助金や負担

金、扶助費など

【経常収益】

日常の行政サービス実施の財

源となる収益

＜主な項目＞

・「使用料及び手数料」

【純行政コスト】

受益者負担等以外で納税者が

負担する経常的な行政コスト

【業務活動収支】

行政サービスの提供に

係る収支

・支出：人件費、物件

費、社会保障給付費等

・収入：税収等、国県

等補助金、使用料手数

料等

【投資活動収支】

固定資産等の形成に係

る収支

・支出：公共施設等整

備、基金積立金支出等

・収入：国県等補助金、

基金取崩収入等

【財務活動収支】

地方債の発行、償還に

係る収支

・支出：地方債償還支

出等

・収入：地方債発行収

入等

貸借対照表は、市が保有する財産の状況（資産、負債及び純資産の残高）を示したもの。

現在までの世代が負担した「純資産」及び将来の世代が負担する「負債」を財源として、現在の世代が保有する「資産」（行政

サービス提供能力など）が形成されている。

行政コスト計算書（項目１～６）は、資産形成以外の行政サー

ビスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価として得られ

た収入の状況を示したもの。

純資産変動計算書（項目６～１２）は、純行政コストと財源等

との差から、純資産の一年間の変動を示したもの。

資金収支計算書は、行政活動に伴う現金等の資金の流れを

性質の異なる三つの活動区分に分けて示したもの。

資金が期首残高から期末残高へと増減した原因が明らかに

なる。
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指標を用いた財務書類の分析

分析指標
新潟市 政令市平均

指標の分析
令和４年度 令和３年度 前年度比増減 令和３年度

資
産
形
成
度

市民1人あたり資産額 1,606千円 1,620千円 △14千円 2,438千円
　「市民1人あたり資産額」は政令市平均よりも
低くなっているが、非償却資産（土地など）を除
いた償却資産（建物など）は高くなっている（政
令市２位）。
　また、新規施設の整備を進めてきたことから、
「有形固定資産減価償却率」が政令市平均よりも
低くなっているが、既存施設の減価償却が進んだ
ため、比率は上昇した。有形固定資産減価償却率

（資産老朽化比率）
61.2% 60.0% ＋1.2% 65.1%

市民1人あたり償却資産額 738千円 755千円 △17千円 542千円

社会資本等形成の
世代間負担比率

33.9%

世
代
間
公
平
性

純資産比率 40.6% 40.8% △0.2% 64.3%

34.3% △0.3% 24.7%

臨時財政対策債を除く
市民1人あたり負債額 616千円 627千円 △11千円 627千円

持
続
可
能
性

市民1人あたり負債額 954千円 960千円 △6千円 869千円

　負債額の減少とともに、「市民1人あたり負債
額」も減少した。
　「基礎的財政収支」は除雪対策費や光熱費など
の増加や、資産売却収入の減少などの影響を受け
たが、黒字を確保した。

　資産における土地資産額が他都市と比べ低いこ
とから、「純資産比率」は低くなっている。
　他都市に比べ新規施設が多く、その整備に地方
債を活用してきたことから、「社会資本等形成の
世代間負担比率」は高くなっている。

臨時財政対策債を含む
純資産比率 61.6% 61.3% ＋0.3% 74.3%

市債元金償還額－市債発行額
（臨時財政対策債を除く） 90億円 94億円 △4億円

黒字１６市
赤字　４市

統一的な基準における
基礎的財政収支

54億円 150億円 △96億円
黒字１８市
赤字　２市

効
率
性

市民1人あたり行政コスト 479千円 479千円 — 477千円

　子育て世帯への臨時特別給付金や新型コロナウ
イルス感染症拡大防止協力金などが減少した一方
で、除雪対策費や光熱費などが増加したことによ
り、前年同値となった。

自
律
性

受益者負担の割合 3.1% 2.9% ＋0.2% 6.5%
　経常費用である子育て世帯への臨時特別給付金
や新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の減
少などで、受益者負担の割合は上昇した。

指標分析の総括

・本市のように政令市の中で財政力指数が低い場合、歳入総額に占める臨時財政対策債の割合が高くなるため、

固定負債が増加し、「1人あたり負債額」が高く、「純資産比率」が低くなる傾向にある。

・「社会資本等形成の世代間負担比率」がやや高めであるため、今後も建設事業費の選択と集中に努める必要がある。

また、「有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）」は政令市平均よりも低いが、増加傾向にあるため、

財産経営推進計画に基づき、公共施設の最適化を進めていく。

・「受益者負担の割合」の算定には、施設管理経費以外の様々な費用が含まれている。公共施設使用料の受益者負担については、

全市的な基準や方針の策定に向けて検討を進める。
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